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はじめに

近年，建設投資の減少等により建設業を取り巻

く環境は非常に厳しく，建設企業はリストラを含

めた厳しいコスト縮減を余儀なくされており，新

規採用の抑制や人材育成費用の削減傾向が強まっ

ている。これにより，今まで行われてきた入職促

進を主な目的としたイメージアップ活動の縮小や

教育訓練施設の休校，廃止などの事例が多数みら

れるなど優秀な人材の確保・育成が一層困難化し

ている。

しかし，建設産業は，労働集約的な産業であ

り，直接生産に携わる建設技能労働者の役割は大

きく，中長期的な視点に立ってイメージアップ活

動や教育訓練施設のあり方について検討する必要

がある。このため，これらの課題について「建設

技能労働のイメージアップ方策に関する研究会」

および「教育訓練施設のあり方に関する研究会」

を設置し検討を実施しているので，その概要を中

心に報告する。

建設業を取り巻く状況

わが国の建設投資額（名目値）は，平成４年度

に８４兆円とピークを迎えた後，平成８年度までは

おおむね８０兆円程度の水準を保ってきたが，その

後減少傾向が顕著になり，平成１３年度には６０．４兆

円となり，約３割の減となっている。

一方，建設業就業者数の推移を見ると，平成９

年（暦年平均値）に６８５万人とピークを迎えた後

減少し，平成１４年には６１８万人となっている。

ここで，建設投資額と建設業就業者数を過去と

比較してみると，平成１４年度の建設投資額見通し

（５７．１兆円）とおおむね同程度であったのが昭和

６２年度（６１．５兆円）であり，この時期の建設業就

業者数は５３３万人であった。昭和６２年当時は建設

業就業者が不足気味であったことを勘案しても，

現在の建設業就業者数は過剰気味であり，今後も

建設投資の減少が予想されることからも，建設業

における雇用情勢は引き続き非常に厳しいものと

見込まれる（図―１参照）。

建設産業人材確保・育成推進協
議会における検討委員会の設置

このような状況を踏まえ，各都道府県建設業人

材確保・育成推進協議会，建設産業団体，関係公

益団体，関係行政機関から構成される建設産業人

材確保・育成推進協議会では，平成１４年４月の第

１１回運営委員会において，学識経験者および関係

機関の代表者で構成される「建設技能労働者の確

保・育成に関する検討委員会」を設置し，建設技

今後の建設技能労働のイメージアップ方策と
教育訓練施設の在り方について

国土交通省総合政策局建設振興課労働資材対策室
かけひ とよかつ

調査係長 筧 豊勝
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４

能者の抱えるさまざまな課題を検討することが決

定された。また，同運営委員会では，検討委員会

における平成１４年度の具体的な検討課題として，

�教育訓練施設のあり方に関する調査研究，�建

設技能労働のイメージアップ方策に関する調査研

究，�いわゆる一人親方に関する調査研究の三つ

が示された。

これを受けて，国土交通省では，「建設技能労

働のイメージアップ方策に関する研究会」および

「教育訓練施設の在り方に関する研究会」の二つ

の研究会を設置（事務局：（財）建設業振興基金）

し検討を実施しているところである。

建設技能労働のイメージアップ
方策に関する研究会

現在わが国では，将来的な若年層の減少に加

え，建設技能労働に対する消極的な評価により，

建設業への優秀な若年労働者の入職が今後一層減

少することが懸念されている。一方，近年の建設

業の経営環境をみると，建設投資の減少等により

厳しい状況が続いており，このところ新規採用の

抑制傾向が強まっている。

本研究会は，このような状況を踏まえ，小・中・

高校生に対して，その保護者も意識しつつ建設技

能労働および建設業全体に対するイメージアップ

の具体的な方法を検討することにより，現在働い

ている建設技能労働者の社会的評価や処遇の改善

に資するとともに，中長期には不可欠である若年

労働者の建設業への入職確保に資することを目的

としている。

建設業のイメージアップについては，建設投資

が盛んで人材不足であった時期においては，建設

産業人材確保・育成推進協議会等を通じ，業界・

行政等が一体となって，若年労働者の入職促進活

動を主な目的としてさまざまな取り組みが行われ

てきた。しかし，建設業を取り巻く環境が大変厳

しい現在においては，各企業においても新規採用

ができないことによる教育機関との情報交換会の

見送りや，現場見学会や実習の受入現場の確保が

困難となるという状況にあり，入職促進を主たる

目的とした活動の見直しが必要となっている。

しかし，このような状況にあっても，中長期的

に見た場合，新規入職者が抑制されている現状が

このまま続けば，将来的には優秀な労働力の確保

が困難となることが予想されることから，一定程

度の若年労働力の確保は継続的に行う必要があ

る。また，建設投資の減少等によって技能労働者

の処遇は大変厳しいものとなっており，マクロ的

にみれば雇用は余剰傾向ではあるものの，優秀な

技能労働者の離職を抑制することは，品質確保等

の観点からきわめて重要であり，特に指導的な立

場にある技能労働者の社会的評価を高めることが

課題となっている。

さらに，小・中・高等学校では総合的な学習の

時間が平成１４年度より本格的に導入されたことか

ら，建設技能労働について教育を通して理解を増

進する機会と捉えることもできる。

こうした中で，今後のイメージアップ活動のあ

り方を検討するに当たっての基本的な方向として

は，建設業の厳しい雇用情勢を踏まえた上で，入

職促進以外の新たな観点も重視した方策を企画す

ることにより，建設技能労働者の社会的評価や処

遇の改善を目指すとともに，若年労働者の中長期

的な確保を図ることを目的とした取り組みが必要

であると考えられる。また，具体的活動の検討の

方向性としては，小・中・高校生およびその保護

者を主な対象と想定し，小・中・高校生の関心を

引ける施工方法や社会貢献の内容を見極めるこ

と，安全対策や職場環境の改善を伝えること，技

能労働者を前面に登場させ実際の作業を知っても

らうことなどが留意すべきポイントとして考えら

れる。

本研究会では，これまでわが国において取り組

まれてきた建設業のイメージアップ活動をレビュ

ーし，評判が高かった活動や今回の施策目的に合

致する活動等について，内容の分析，推進体制，

協力体制を整理するほか，ものづくり教育，産業

教育に関する先進事例の調査を実施している。ま

た，米国および英国における建設業のイメージア

ップ活動の取り組みについても調査を実施した
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成
コ
ン
テ
ス
ト
。
地
方
大

会
か
ら
，
最
終
的
に
は
全
国
大
会
ま
で

実
績
：
１９
９４
年
に
約
１３
，０
００
人
の
児
童
が
参
加
。
そ
の
後
の
統
計
は

な
い
が
，
年
々
参
加
者
は
増
え
て
い
る

B
ui
ld
in
g
D
es
ig
n
P
ro
gr
am

対
象
：
６
～
９
学
年

内
容
：
数
名
の
グ
ル
ー
プ
で
，
あ
る
前
提
に
基
づ
き
，
家
の
設
計
・

立
地
・
モ
デ
ル
製
作
・
積
算
・
職
業
に
つ
い
て
学
習

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

対
象
：
不
特
定
多
数
の
若
者
（
大
人
）

内
容
：
ポ
ス
タ
ー
（
イ
メ
ー
ジ
画
）
の
作
成
と
メ
デ
ィ
ア
で
の
活
用

（
雑
誌
・
新
聞
・
ネ
ッ
ト
）

児
童
向
け
に
建
設
業
界
で
働
く
若
者
の
冊
子
を
刊
行
建
設
業
に

お
け
る
職
業
の
説
明
冊
子
の
作
成
（
学
校
の
職
業
カ
ウ
ン
セ
ラ

ー
の
使
用
に
も
耐
え
る
）

C
on
st
ru
ct
io
n
A
w
ar
d
S
ch
em
e

対
象
：
５
～
１４
歳

開
始
：
１９
９０
年

内
容
：
学
校
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
中
で
自
由
に
活
用
で
き
る
よ
う
に
，

年
齢
・
時
間
に
応
じ
て
設
定
し
た
さ
ま
ざ
ま
な
建
設
の
知
識
・

技
能
を
使
用
し
た
課
題

実
績
：
２０
０２
年
に
は
６
，２
８３
校
，
児
童
・
生
徒
数
約
１３
５
，０
００
人

子
供
向
け
の
活
動
の
目
的

・
建
設
業
の
正
し
い
イ
メ
ー
ジ
を
伝
え
る
こ
と
。
�
建
設
行
為
は
環
境

破
壊
で
は
な
い
こ
と
，
�
建
設
現
場
は
安
全
に
働
け
る
場
所
で
あ

る
こ
と
，
�
将
来
の
職
業
と
し
て
建
設
業
は
悪
く
な
い
と
い
う
こ

と

・
一
般
の
人
々
に
対
す
る
建
設
業
界
へ
の
興
味
・
理
解
の
促
進

・
建
設
業
界
の
イ
メ
ー
ジ
改
善
と
建
設
技
能
に
対
す
る
理
解
促
進

・
イ
ギ
リ
ス
で
は
，
１４
歳
く
ら
い
に
な
る
と
自
分
が
将
来
ど
ん
な
職
業

に
就
く
か
を
考
え
始
め
る
。
し
た
が
っ
て
，
そ
の
前
の
段
階
で
建

設
業
界
の
正
し
い
知
識
・
情
報
を
与
え
る
こ
と
が
必
要

建設マネジメント技術 2003年 4月号 １７



学
校
へ
の
働
き
か
け

・
A
G
C
の
メ
ン
バ
ー
が
ツ
ー
ル
キ
ッ
ト
を
購
入
し
，
そ
れ
を
学
校
に

寄
付
し
て
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
宣
伝
し
，
学
校
で
活
用
し
て
も
ら
う

・
N
A
W
IC
の
メ
ン
バ
ー
が
学
校
・
ガ
ー
ル
ス
カ
ウ
ト
に
プ
ロ
グ
ラ

ム
を
宣
伝
し
て
，
学
校
で
活
用
し
て
も
ら
う

・
C
IT
B
の
各
支
部
か
ら
そ
の
地
域
の
す
べ
て
の
学
校
に
対
し
て
キ
ャ

ン
ペ
ー
ン
グ
ッ
ズ
を
送
付
し
て
い
る

・
C
on
st
ru
ct
io
n
A
w
ar
d
S
ch
em
e
に
つ
い
て
は
，
教
師
向
け
の
説

明
会
を
開
催
し
，
興
味
の
あ
る
教
師
を
通
じ
て
，
学
校
で
活
用
し
て

も
ら
う

子
供
向
け
の
活
動
等
の
進

め
方

・
児
童
・
生
徒
に
対
し
て
教
え
る
の
は
，
基
本
的
に
学
校
の
教
師
で
あ

る
・
A
G
C
の
加
盟
業
者
は
，
プ
ロ
グ
ラ
ム
実
施
上
の
ア
シ
ス
タ
ン
ト
的

な
立
場
で
あ
る

・
A
G
C
で
は
，
入
職
７
～
１５
年
の
比
較
的
若
い
業
界
人
の
組
織
を
有

し
て
い
る
が
，
彼
ら
が
B
U
IL
D
U
P
!，
O
N
S
IT
E!
で
子
供
た
ち
と

向
き
合
う
こ
と
が
多
く
，
子
供
た
ち
に
と
っ
て
親
近
感
が
あ
り
，
効

果
的
で
あ
る

・
児
童
・
生
徒
に
対
し
て
教
え
る
の
は
，
基
本
的
に
学
校
の
教
師
で

あ
る

・
N
A
W
IC
の
ス
タ
ッ
フ
や
加
入
者
は
，
プ
ロ
グ
ラ
ム
実
施
上
の
ア

シ
ス
タ
ン
ト
的
な
立
場
で
あ
る

・
C
on
st
ru
ct
io
n
A
w
ar
d
S
ch
em
e
に
お
い
て
，
児
童
・
生
徒
に
対

し
て
教
え
る
の
は
，
基
本
的
に
学
校
の
教
師
で
あ
る

・
C
IT
B
の
ス
タ
ッ
フ
や
加
盟
業
者
は
，
プ
ロ
グ
ラ
ム
実
施
上
の
ア
シ

ス
タ
ン
ト
的
な
立
場
で
あ
る
。
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
に
当
た
り
，
建

設
現
場
の
見
学
，
業
界
人
の
派
遣
等
の
支
援
を
行
う
場
合
も
あ
る

費
用
負
担

・
A
G
C
加
盟
の
建
設
業
者
が
ツ
ー
ル
キ
ッ
ト
の
購
入
等
の
費
用
を
負

担
す
る

・
こ
れ
ら
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
，
N
A
W
IC
が
費
用

を
負
担
し
て
い
る

・
C
on
st
ru
ct
io
n
A
w
ar
d
S
ch
em
e
の
実
施
に
か
か
る
費
用
は
，

C
IT
B
が
負
担
す
る
。
必
要
な
資
料
・
教
材
に
つ
い
て
も
C
IT
B
が

提
供
す
る

連
携
機
関
等

・
B
U
IL
D
U
P
!，
O
N
S
IT
E!
の
ツ
ー
ル
キ
ッ
ト
は
，
ス
カ
ラ
ス
テ
ィ

ッ
ク
社
と
い
う
教
材
の
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
カ
ン
パ
ニ
ー
が
製
作
し
て
い

る
。
こ
れ
に
よ
り
，
教
師
が
「
い
い
教
材
だ
ろ
う
」
と
思
う
。
ま

た
，
２０
０
ド
ル

／個
で
あ
る

・
学
校
の
ほ
か
，
ガ
ー
ル
ス
カ
ウ
ト
と
も
連
携
し
て
プ
ロ
グ
ラ
ム
を

進
め
て
い
る

・
学
校
・
教
師
と
は
連
携
し
て
い
る
が
，
教
育
委
員
会
等
の
所
管
機
関

と
は
特
別
な
連
携
は
行
っ
て
い
な
い

反
響
／
効
果

・
B
U
IL
D
U
P
!，
O
N
S
IT
E!
の
反
響
は
き
わ
め
て
肯
定
的
で
あ
る

・
具
体
的
に
は
，
�
建
設
業
の
こ
と
を
知
る
上
で
有
用
な
プ
ロ
グ
ラ
ム

で
あ
っ
た
，
�
建
設
業
は
ど
う
し
よ
う
も
な
い
か
ら
進
む
業
界
で
は

な
く
，
前
途
の
あ
る
職
業
だ

・
B
U
IL
D
U
P
!，
O
N
S
IT
E!
は
児
童
・
生
徒
だ
け
で
な
く
，
親
や
職

業
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
に
も
効
果
が
あ
る
と
考
え
て
い
る

・
B
U
IL
D
U
P
!，
O
N
S
IT
E!
は
ま
だ
歴
史
が
浅
く
，
こ
れ
ら
を
経
験

し
た
児
童
・
生
徒
が
ど
れ
だ
け
建
設
業
に
入
職
し
た
か
の
検
証
は
行

っ
て
い
な
い

・
建
設
業
に
関
す
る
教
育
機
会
の
提
供

・
子
供
た
ち
に
建
設
業
に
お
け
る
職
業
の
紹
介

・
建
設
業
界
の
楽
し
く
，
前
向
き
な
イ
メ
ー
ジ
の
創
造

・
建
設
業
で
職
を
見
つ
け
る
き
っ
か
け
の
提
供

・
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
は
，
建
設
業
に
入
職
希
望
の
あ
る
若
者
に
と
っ
て

は
，
確
信
を
与
え
ら
れ
た
。
そ
れ
以
外
の
若
者
に
対
し
て
は
，
力
不

足
・
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
実
施
後
，
C
IT
B
の
フ
リ
ー
ダ
イ
ア
ル
へ
の
問
い

合
わ
せ
が
増
え
た

・
C
on
st
ru
ct
io
n
A
w
ar
d
S
ch
em
e
を
通
じ
て
，
建
設
産
業
に
お
け

る
職
業
の
理
解
が
進
む
と
と
も
に
，
チ
ー
ム
ワ
ー
ク
，
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル
等
の
重
要
性
も
理
解
さ
れ
て
い
る

課
題

・
ツ
ー
ル
キ
ッ
ト
の
値
段
（
２０
０
ド
ル

／個
）
が
高
い
と
い
う
業
者
が
い

る
こ
と

・
B
lo
ck
K
id
s
を
実
施
す
る
に
当
た
り
，
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
・
ス
タ

ッ
フ
の
不
足

そ
の
他

・
B
U
IL
D
U
P
!の
開
発
に
あ
た
り
い
ろ
い
ろ
な
調
査
を
実
施
し
た
と
こ

ろ
，
１０
歳
く
ら
い
の
子
供
は
，
ま
だ
将
来
の
職
業
ま
で
は
決
め
て
な

い
。
た
だ
し
，「
あ
の
職
業
は
い
や
だ
」
と
い
う
感
覚
は
持
っ
て
い

る
・
B
U
IL
D
U
P
!，
O
N
S
IT
E!
と
も
に
，
ア
メ
リ
カ
の
N
at
io
na
lE
du
-

ca
tio
n
S
ta
nd
ar
d
に
則
し
て
い
る
。
教
師
に
と
っ
て
は
，
国
語
・

算
数
・
科
学
な
ど
の
授
業
と
関
連
付
け
て
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
で
き

る
・
ツ
ー
ル
キ
ッ
ト
に
は
ア
ン
ケ
ー
ト
が
同
封
さ
れ
て
お
り
，
使
用
し
た

教
師
の
反
応
を
回
収
し
て
，
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
改
善
を
図
っ
て
い
る

・
フ
ロ
リ
ダ
州
マ
イ
ア
ミ
の
デ
イ
ド
地
方
で
は
，
地
元
の
教
育
委
員
会

が
所
管
す
る
す
べ
て
の
小
学
校
で
B
U
IL
D
U
P
!を
採
用
す
る
こ
と

を
決
め
た

・
B
ui
ld
in
g
D
es
ig
n
P
ro
gr
am
は
，
学
校
の
授
業
の
中
で
で
き
る

よ
う
に
な
っ
て
お
り
，
国
語
・
算
数
・
科
学
等
の
授
業
と
関
連
付

け
て
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
で
き
る

・
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
で
は
，
若
者
が
夢
中
に
な
る
音
楽
・
買
い
物
・
ス
ポ

ー
ツ
と
関
連
付
け
て
グ
ッ
ズ
を
製
作
し
た

・
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
ポ
ス
タ
ー
は
，
少
女
や
民
族
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
も
主

人
公
に
し
た
。
こ
れ
は
，
建
設
業
が
男
の
世
界
で
あ
る
と
い
う
イ
メ

ー
ジ
の
打
破
を
狙
っ
た

・
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
表
現
の
仕
方
に
つ
い
て
追
跡
調
査
を
行
い
，
事
後

の
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
等
の
表
現
の
参
考
と
し
て
い
る

・
対
象
者
に
と
っ
て
身
近
な
建
設
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
等
を
利
用
す
る
と
効

果
的
で
あ
る

・
C
on
st
ru
ct
io
n
A
w
ar
d
S
ch
em
e
は
，
イ
ギ
リ
ス
の
N
at
io
na
l

C
ur
ric
ul
um
P
ro
gr
am
に
則
し
て
い
る
。
児
童
・
生
徒
は
こ
れ
に

関
連
す
る
知
識
・
技
能
を
C
on
st
ru
ct
io
n
A
w
ar
d
S
ch
em
e
を
体

験
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
伸
ば
す
こ
と
が
で
き
る
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表―２ 事例にみるイメージアップ活動の主な対象と活動タイプの関係（イメージ図）

建設技能労働 施工・建設機械 技術・技術者 事業・建造物

１． 見る・読
む

マスメディア
を通じて見る

展示物等を見
る

実際を見る

２． 本人等の話を聞く

３． 体験して
みる

疑似体験

実体験

４． 主体的に学習する。討議
・発表する（学校教育）

映画

日本土木工業会
「日本の近代土木を築いた人々」

ウェブサイト・TV番組
・ビデオ

コマツHP「ケンケン
キッキ」
TV東京「のりものス
タジオ」

子供向けの本

島根県建設業協会「夢まち探検隊」「きかいは力もち」

小冊子・TV番組

CCI 埼玉
「ウーマンスタイル

ブック」
NHK
「プロジェクトX」

小冊子・TV番組

CCI 埼玉
「ウーマンスタイル

ブック」
NHK
「プロジェクトX」

ラジオ番組

岩手県建設業協会
「みんなで選ぼう！

東北２０００」

博物館

国交省関東地整局
「建設技術展示館」

科学技術振興財団
「コンストリウム」

外から自由に現場を見
る

（建設産業 II 戦略研究
会）
「仮囲いに窓」

現場見学会
（技能労働の説明が特に
ないもの）

東急建設
「ピアスタワー」

CCI 東京・CCI 埼玉
「親子現場見学会」

米国の建設産業教育

AGC「小中学生向け教材，指導マニュアル等の作成」

現場見学会
（技能労働者との対話等があるもの）

日本土木工業会
「晴豊１号橋下部工事」

現場見学会
（技能労働者との対話等
があるもの）

日本土木工業会
「晴豊１号橋下部工

事」

TVゲーム・おもちゃ

タイトー
「パワーショベルに

のろう」
トミー
「ミニチュアカー」

実施工の体験

塗り壁隊
「土壁づくり」

岩手県建設業協会
「職人技術体験」

建設機械の体験試乗

岩手県建設業協会
「学校での試乗」

コマツ
「テクノセンターで

の試乗」

総合学習教育

国交省中部地整局
「建造環境をテー

マ」

講演会

岩手県建設業協会
「岩手県庁職員が講

師」

講演会

土木学会関西支部
「ゼネコン現場所長

が講師」
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５

（表―１参照）。さらに，本研究会においても各委

員から取り組み事例や今後の方策についてプレゼ

ンテーションをいただいており，これらを踏まえ

て建設技能労働のイメージアップ方策について報

告書をとりまとめる予定である（表―２参照）。

本研究会は計５回程度開催する予定であり，調

査・検討の成果は「建設技能労働者の確保・育成

に関する検討委員会」に報告することとしてい

る。

教育訓練施設の在り方に関する
研究会

本研究会は，建設業を取り巻く環境が引き続き

大変厳しい中で，建設業技能教育がさらに困難化

していると指摘されていることから，建設産業に

おける技能教育の実態を把握するとともに，技能

教育の存続を図るための諸施策を検討し，もって

建設業の持続的発展に資することを目的としてい

る。

先に述べたような現下の建設業を取り巻く状況

の中，人材育成上の主な問題点としては次の三点

があるものと考えられる。一つ目は，技能教育の

中心となる専門工事業の各社においては，厳しい

競争の中で費用の削減を迫られており，人材育成

のためのコストを削減せざるを得ない状況にある

ことである。二つ目は，技能労働者の外注化，す

なわちいわゆる一人親方の増加に伴い，企業に直

接雇用されていないこうした方々の教育訓練機会

がなくなってきていることである。三つ目は，仕

事量の減少などを背景に，教育訓練に時間と費用

を要し，即戦力とならない新規入職者が抑制され

ているのではないかということである。これらを

背景として，教育訓練機関においては受講者数の

減少が顕著であり，訓練科目の廃止や訓練期間の

短縮，さらには休校・廃止の事例が増加してきて

いる。

一方，建設労働者側の教育訓練のニーズは非常

に高く，平成１３年度に実施した「建設技能労働者

の就労状況等に関する調査」によると，労働者の

約７割が教育訓練の必要性を感じている。

このように教育訓練のニーズが非常に高い中

で，教育訓練の機会がなくなることはぜひとも避

けなければならないと考えられる。こうした課題

の解決に向けた検討の方向性として，まず一つ目

には，教育訓練の施設や機会を確保するために教

育訓練にかかる費用負担の軽減を図ることが必要
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である。このためには，例えば，地域ブロック単

位などでの教育訓練機関の連携や合併，講師の相

互派遣，機材・施設の共用，マニュアルの共通化

などを行うとともに，専門工事業と総合工事業と

の連携・協力や業種を越えた連携などを行うこと

が考えられる。二つ目には，現場のニーズに即し

た人材育成を行うことにより，新規入職者の抑制

を改善し，将来を担う人材の確保を図ることが必

要である。実際に現場で使用されている工法や機

材に対応した技能教育を，関係機関が連携を図

り，学校や教育訓練施設で実施することが考えら

れる。三つ目には，政府のみならず業界のものも

含め，既存の関連諸制度についての見直しも必要

となる場合もあると考えられる。

本研究会では，以上のような問題認識と方向性

を踏まえつつ，各委員からのプレゼンテーション

をいただくとともに，建設産業の技能教育に関す

る実態調査を行い，今後の教育訓練施設のあり方

について検討を実施し報告書をとりまとめる予定

である。技能教育に関する実態調査については，

認定職業能力開発施設や企業内職業訓練施設等の

現状について，関係団体の協力を得てアンケート

調査等により把握するとともに，平成１３年度に実

施した「建設技能労働者の就労状況等に関する調

査」について調査対象者数や教育訓練に関する調

査事項を拡充して実施することにより労働者側の

ニーズを調査するほか，厚生労働省と連携して各

企業における教育訓練の実態について調査するこ

ととしている。

本研究会は，計５回程度開催する予定であり，

調査・検討の成果は「建設技能労働者の確保・育

成に関する検討委員会」に報告することとしてい

る。

おわりに

以上のように，昨今の厳しい情勢の下での建設

技能労働のイメージアップ方策および教育訓練施

設のあり方について鋭意検討を進めているところ

であるが，今後とも，関係機関との連携を図りつ

つ，時代のニーズに合致した建設産業の人材の確

保・育成方策を検討してまいりたい。
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